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インボイス制度と下請いじめⅠ
Discussion

税 　2023年10月からインボイス制度が始まりましたね。
弁 　そうですね。税務の専門家でない私たち弁護士にとっては、なか
なか難しい内容です。簡潔に解説いただけますでしょうか。

税 　簡潔にいうと、インボイス制度とは、「自社」が国から特別な番号
をもらわないと「自社」ではなく「他社」に迷惑をかけかねないとい
う制度です。

弁 　は？
税 　のっけから簡潔にぶっちゃけてすみません。
弁 　「簡潔にぶっちゃけ」すぎかもしれませんけれど、先生のそういう
ところが昔からとっても好きです。解説の続きをお願いします。

税 　普通、どんな制度においても、「自分」がその制度に乗っからない
と、「自分」が不利益を受けるでしょ？　不利益を受ける客体は「自
分」ですよね。

弁 　そうですね。制度って、通常は、およそそういうものです。自分が
不利益を受けるのを避けるため、その制度に乗っかりますよ。

税 　でも、インボイス制度は基本的に、「自分」がその制度に乗っから
ないと「他者」、特に取引先が被害を受けるという、興味深い制度と
なっているのです。

弁 　えっ？　マジで？？　それはびっくりです。
税 　専門的に解説してみましょう。「実体的」な面と「手続的」な面と

ありますが、第1に、インボイス制度を「実体的」にみると、「適格請
求書でやり取りされた消費税のみを消費税の計算の際の経費として
計上できる」という制度です。

弁 　え？　インボイスって「消費税」に関する制度だったんですか。
税 　ええ。そうですよ。
弁 　「所得税」に関する制度だと思っていました。
税 　いえいえ。まったく違います。
弁 　へぇ。先ほどのご説明ですが、逆に「適格請求書でやり取りされ
ていない消費税は、消費税の計算の際の経費として処理できない」
ということですか？

税 　うん。そうなんですよね。2023年9月まではどんな請求書でもよ
かったんですけどね。同年10月から変わりました。そして、「適格
請求書」のことを「インボイス」と呼んでいます。

弁 　ほぉ。
税 　第2に、「手続的」には、Tで始まる13桁の登録番号を国からもら
うことを意味します。税務署経由でもらいます。

弁 　それだけをお伺いすると実に簡単ですね。
税 　この登録番号が載っているものが適格請求書です。
弁 　なるほどぉ。インボイス制度が始まってしばらくたちましたが、
小規模事業者に影響を及ぼすと言われていますね。実務的にはどの
ような影響を及ぼす制度なのですか？

税 　実体的な影響としては、売上1,000万円以下の小規模事業者が今
まで手元に置いておくことのできた「益税」を消費税として納めな
ければならなくなるかもしれない、という制度です。

弁 　難しいですね。「益税」とは何でしょうか。
税 　小規模事業者が、支払ってもらった消費税を今まで手元に置いて
おくことができた、その分のことです。
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離職勧奨Ⅱ
Discussion

税 　能力不足の従業員に対して解雇を行うということが難しいという
実態を知りました。

弁 　裁判所の根底には、解雇というのは、やはり「教育研修訓練指導
の失敗だ」という考えがあるように感じます。換言するなら「長期
の信頼関係を基礎にしているのだから、教育研修訓練指導をして、
デキの良い従業員に育て上げられるでしょ。だから、そうしなさい」
という考えです。

税 　解雇が難しいのでそれを避けるとすると、企業にとって他の手段
は何でしょうか？

弁 　離職勧奨をすることになりますね。
税 　説得を重ねるということですか？
弁 　はい。もちろん、脅迫したり欺罔したりしてはいけませんよ。
税 　わかりました。方策のようなものはありますか？
弁 　お金です。
税 　あぁー。やっぱりそうなんですね。
弁 　資本主義の世の中ですからね。仕方ありませんよ。合意に至るこ
とができるよう、割増退職金を支払うということが通常でしょう。

税 　離職勧奨に際しての説明で気を付けるべきことはありますか？
弁 　本人の能力不足という状態について詳しく触れるかどうか、実務
的には大問題です。労働者にだって、やはり面子というものがあり

　 　また、労災で休業した期間、産前産後休業期間、育児休業期間、介

護休業期間およびこれらの期間中の賃金は、分母・分子から除きま

す（労働基準法第12条第３項）。

⑵ 　解雇権濫用法理をうたう労働契約法第16条には、客観的に合理的

理由を欠き社会通念上相当であると認められない場合、解雇はでき

ないと定められています。「解雇をすることは絶対にできない」とは

書かれていません。客観的にみて合理的な理由をもち、社会通念上

相当であると認められれば解雇が可能という定めです。

⑶ 　もっとも、労働契約法第16条で表現されている文言は、一見して

明らかなように、非常に抽象的・概括的です。このため、そこでは、

「評価」を伴う規範的要件の充足が問題となります。つまり、判断権

者たる裁判官の価値判断が入り込むわけです。

　 　現在のところの裁判官の価値判断としては、長期的継続的な雇用

契約の履行に支障を及ぼす債務不履行事由が労働者側にあり、それ

が将来的に継続するものと予想されるときに、その契約を解消する

ための最終的手段として行使されるべきとされています。このよう

な価値判断のために、Discussionにおいて２人の会話に出てき
た⒜～⒠が必要とされる事態になっています。

　 　翻って考えてみるに、労働契約法第16条が、上のような抽象度の

高い文言となっていることの意味は、①それぞれの時代の事情およ

び②個別の企業の状況を背景にして、適正に柔軟に解釈されること

を予定し許容しているから、と考えられます。とするなら、①と②

を背景にして、適正に柔軟に解釈されなければならない解雇権濫用

法理の下、解雇が最終的手段として位置付けられることが今の時代

や個別の企業の状況に真に適合するのか十分に検討の上、運用論や

当てはめの問題として柔軟に、あるいはきめ細かく対応することで

状況が変わるはずです。
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弁 　ええ。しかし、その放棄を事実上補ってくれる制度があります。
転職先の企業が支払う入社一時金（サインオンボーナスまたはサイ
ニングボーナス）の制度です。

税 　あぁ、外資系企業では頻繁にありますよね。
弁 　外資系企業では求職者を採用しようとするときに、直前の雇用主
から何らかの賞与をもらえていないことを織り込み済みです。この
ため、自社に入社してもらうために、もらえなかった分を補う目的で
サインオンボーナスを支払うということが頻繁に行われています。

税 　外資系企業を渡り歩く労働者にとっては、再就職先からある程度
は補塡してもらえるため、現在の企業からもらえなかった分につい
て、紛争が顕在化しないのですね。

弁 　はい。紛争が顕在化しにくい理由は、雇用主ともめたとか争った
という悪いウワサを避けたい、そしてサインオンボーナスをもらえ
る、というところにあるのです。

税 　だからこそ逆に外資系企業の側からすると、かなり強気にde-
ferred bonusを進められるのですね。

弁 　そうですねぇ。そして、かなり強気で進められる理由のもう1つ
は、予測可能性があるということでしょう。

税 　どういう意味でしょうか？
弁 　支払わずに仮に訴えられたとしたら、支払う必要があるのは、未払
の額プラス遅延損害金ですよね。ですので、どのくらいの経済的損失
を被るのか、あらかじめわかっているわけです。お金儲けをする企業
という立場からすると、経済的損失について予測可能性があるとい
う事実は非常に大きいですよ。それさえ損すればいいと考える、いわ
ば、「織り込み済み」のビジネスジャッジメントがあり得ますので。

税 　なるほど。ところで、サインオンボーナスへの課税ですが、どう
なるかご存じですか？

サインオンボーナスⅠ
Discussion

税 　第5章ではdeferred bonusや賞与支給日在籍要件についてみて
みました。

弁 　これらのうち賞与支給日在籍要件についてはしばしば訴訟になっ
ています。これに対してdeferred bonusについて訴訟になってい
る例はあまり聞いたことがありません。

税 　それはなぜなのでしょうか。発生した年に3分の1だけ支払うという
建付けの場合、離職の際に「一昨年の分の3分の1」および「昨年の分の
3分の2」、という多額の賞与を放棄しなければならないというのに。
弁 　deferred bonusは、主として外資系企業で採用している仕組み
です。外資系企業の従業員はほとんどの人が外資系企業を渡り歩く
でしょ？　しかも、外資系金融なら外資系金融、という具合いに普
通は同業他社を渡り歩きます。労働者は外資系企業たる次の就職先
に就職することを考えるわけです。

税 　ああ、なるほどぉ。今の雇用主たる外資系企業ともめてしまうと、も
めたというウワサが同業他社に伝わるのを恐れて、ということですか。
弁 　そうそう。悪いウワサが立つと同業他社に就職できなくなる危険
性を高めてしまい、結果、自分の首を絞めてしまいかねません。そ
のため労働者は、同業他社への就職の可能性を高めることと引き換
えに、泣く泣く放棄するというのが現実なのです。

税 　わかりました。でも、多額ですね。放棄する対象額は。
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